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国から地方へ様々な権限や財源などが移譲される地方分権の流れが加速し、

地方の役割と責任はさらに大きくなっています。地方公共団体は「自ら決定し、

責任をもって実行する」ことを基本に、市民の皆さんと協力しながらまちづく

りに取り組むという考え方が全国的に広まっています。 

本市では、人口減少や少子高齢化、財政問題など多くの課題を抱えています

が、これらの解決へ向け、市民の皆さん、議会、市が互いの役割や責任を理解

し合い、協力してまちづくりに取り組むことが大切です。 

小樽市自治基本条例は、豊かで活力ある地域社会を実現するために、小樽に

暮らす人、小樽に通勤・通学する人など本市のまちづくりに関わる全ての人が

生き生きと生活できるよう、市民の皆さんとの協働により進めるまちづくりの

基本的なルールを定めるものです。 

 

‐小樽市総務部企画政策室‐ 

市民の皆さんと協働により進める 

まちづくりの基本的なルール 

 小樽市自治基本条例  に つ い て 
平成２６年４月１日から施行します。 
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自治基本条例とは、市民の皆さん、議会、市（市役所）が、どのよう

にまちづくりを進めていくか、また、市の仕事の進め方など、それらの

基本的なルールを条例として定めたものです。 

本市では、市民参加と協働による「豊かで活力ある地域社会の実現」

を目的に小樽市自治基本条例の制定を進めています。この条例では、本

市が目指す自治の姿やまちづくりを進める上での基本的な考え方として、

情報の共有、まちづくりへの市民参加と協働を規定したほか、市民の皆

さん、議会、市のそれぞれの役割や責務などについて定めています。 

 

 

 

 

市役所が行う建物や道路などの施設整備

だけではなくて、市民の皆さんが地域で行

うボランティア活動やイベントの開催と

いった公共的な活動もまちづくりに含ま

れるんだね。 

まちづくり？ 
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この条例の目的は「豊かで活力ある地域社会の実現」です。小樽に関

わる全ての人たちが、生き生きと、自分らしく、それぞれの地域で暮ら

すことができるように、市民の皆さん、議会、市がそれぞれの役割を理

解しながら、協働（協力）によるまちづくりを進めることとしています。 

（条例 前文、第１条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

■この条例でいう「市民」とは？ 

 

小樽のまちづくりは、市内に住所がある方だけではなく、通勤されて

いる方（市外から市内の事業所にお勤めの方など）や通学されている方

(市外から通学している小樽商大生など)、また、市内の事業者やまちづ

くり団体、ＮＰＯ法人など様々な人たちや団体により行われています。 

 この条例では、次の①～④の方を市民として定義しています。 

（条例 第２条関係） 

①市内に住所を有する方 

②市内に通勤や通学をされている方  

③市内の事業者  

④市内で活動する団体                

 

多くの皆さんの知識や経験が

まちづくり生かされるように

小樽に関わる方を広く「市民」

として定義しています。 
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基本原則① 情報の共有 

協働のまちづくりを進めていくためには、市民の皆さん、議会、市が、

まちづくりに関する情報を共有し、共通認識を持って進めていくことが

大切です。そのためには、まちづくりに関する情報を市民の皆さんが知

ることができる環境づくりが必要と考え、規定したものです。 

また、議会と市は、情報公開制度や個人情報保護制度に基づいて、情

報公開の推進や個人情報を適切に管理することを定めています。 

（条例 第３条、第５条、第６条、第７条関係） 

 

基本原則② 市民参加 

市民の皆さんが持つ多くの知識や経験がまちづくりに生かされるよう

にするために、市は市民参加の仕組みづくりに取り組む必要があると考

え、次のような取組に努めることとしています。 

 

◆市民の皆さんが市の取組に参加し、市内で行われているまちづくりに参加しやす

いような仕組みの整備や充実を図っていくこと。 

◆まちづくりに関する政策に市民の皆さんの意見が反映されるように努めること。 

◆市民参加の仕組みを整備する際には、幅広い世代からの知識や経験、男女それぞ

れの観点がまちづくりに生かされるよう、年齢や男女比に配慮すること。 

 

（条例 第４条第 1 項、第８条関係） 
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基本原則③ 協働によるまちづくり 

地方分権が進む中で、地域のことは地域で考え、限られた資源でまち

づくりを行い、かつ、「豊かで活力ある地域社会の実現」を図るために

は、市民の皆さん、議会、市が、それぞれの責務と役割を認識し、お互

いを尊重しながら協力して行動する「協働によるまちづくり」を進めて

いくことが大切です。そのために、市は、まちづくりについての情報や

参加機会の提供など必要な支援に努めることとしています。 

（条例 第４条第 2 項、第９条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市民の皆さん 

まちづくりの主役として（条例 第 12条～13条） 

市（市長・職員） 

・市長の役割と責務 

・職員の育成等 

・職員の責務 

（条例 第 17条～19条） 

議会（議員） 

・議会の役割と責務 

・議員の責務 

（条例 第 15条～16条） 

協働の 

まちづくり 
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★コミュニティ 

町内会などの地域におけるコミュニティは、子どもや高齢者の安全、

防災などの面で重要な役割を担っており、また、まちづくり団体などの

コミュニティは様々なテーマを持って地域社会に貢献されています。 

 この条例では、コミュニティを重要で欠かすことのできない存在とし

て捉え、市民の皆さん、議会、市がその重要性を認識して守り育てるこ

とや、コミュニティに対する支援などに努めることとしています。 

                （条例 第２条、第１０条関係） 

 

★住民投票 

地方自治制度では、選挙によって選ばれた首長（市長）と議員が住民

の信託を受け、行政運営を進める間接民主制を原則としています。この

条例では、市政に関する重要な事案について、直接、住民の意思を確認

する必要がある場合に、間接民主制を補完する制度として住民投票を位

置付けています。 

 実施に際しては、その事案ごとに投票資格などを定めた条例案を市長

が議会に提案し、議会の議決を受け実施することとなります。また、住

民投票の結果については、尊重するとしています。（条例 第１１条関係） 

 

 

 

 

 

  

住民投票については、「市民」との違いを明

確にするため、「住民」と表現しています。

住民投票を実施するのは、市政に関する重要

な事案ですので、「住民」＝「市内に住所を

有する者（法人を除く）」としています。 



7 

 

   

 

★魅力あるまちづくり 

小樽は、豊かな自然環境と歴史あるまちなみを背景に多くの観光客が

訪れる観光都市です。この条例では、市民の皆さん、議会、市がこれか

らもにぎわいがあり、歴史的な趣を備えた観光都市であり続けるように

努めていくことや、市が小樽の特性を生かした魅力あるまちづくりに努

めること、また、市民の皆さんが小樽の魅力をより理解して、温かい心

を持って観光客と接することを定めています。 （条例 第３１条関係） 

 

★安全で安心なまちづくり 

 市民の皆さんがそれぞれの地域で安全で安心な暮らしを営めるように、

市が防犯や交通安全、自然災害や不測の事態に備えるための体制整備や

関係機関との協力、市民の皆さんへの情報提供を行うことのほか、市民

の皆さん自らが防災対策を進めるよう努めることを定めています。 

（条例 第３２条関係） 

 

 

 



小樽市自治基本条例の構成
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前   文 

第１章 総 則 
 目的（第１条） 
 「この条例は、市民、議会及び市（市長その他の執行機関をいいます。以下同じ。）が、互いの 
  役割や責務を理解し合い、協働による小樽のまちづくりを進めるための基本となる事項を定め、 
  豊かで活力ある地域社会の実現を図ることを目的とします。」（条例本文） 

 定義（第２条） 
 「市民」「協働」「コミュニティ」「まちづくり」について定義。 

第２章 まちづくりの基本原則 
 情報の共有の原則（第３条） 
 「市民、議会及び市は、協働によるまちづくりを推進するため、情報を共有することを基本と  
  します。」（条例本文） 

 参加及び協働の原則（第４条） 
 「まちづくりは、市民の参加に基づいて進めることを基本とします。市民、議会及び市は、そ 
  れぞれの役割に基づいて、協働してまちづくりを進めることを基本とします。」（条例本文） 

第３章 情報の共有 

情報の提供（第５条）  
情報の公開（第６条） 

個人情報の保護（第７条） 

第４章 参加及び協働 
市民参加の推進（第８条） 

協働によるまちづくりの推進（第９条） 

コミュニティ（第１０条） 
住民投票（第１１条） 

第８章 行政運営 
   総合的な計画（第２０条）  財政運営（第２１条）  行政評価（第２２条）  組織運営 （第２３条） 

  委員の公募（第２４条）  説明責任（第２５条）  法務（第２６条）  関与団体（第２７条） 
  行政手続（第２８条）   外部監査（第２９条）   公益通報制度（第３０条) 

第９章 魅力あるまちづくり（第３１条） 第１０章 安全で安心なまちづくり （第３２条） 

第１１章 国、北海道、他の自治体等との連携及び協力 
国、北海道及び他の自治体との連携及び協力（第３３条） 

関係機関との連携及び協力（第３４条） 

第１２章 条例の位置付け等 
条例の位置付け（第３５条） 

条例の見直し（第３６条） 

第５章 市民 
市民の権利（第１２条） 
市民の責務（第１３条） 

事業者の権利及び責務（第１４条） 

第６章 議会及び議員 
議会の役割及び責務（第１５条） 

議員の責務（第１６条） 

第７章  市長及び職員 
市長の役割及び責務（第１７条） 

職員の育成等（第１８条） 
職員の責務（第１９条） 
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私たちのまち小樽は、四季の豊かな自然と、海、山、坂の変化のある地形を

有しています。また、市内には北海道開拓の玄関口として栄えた小樽港を中心

に、小樽運河、旧国鉄手宮線及び北海道産業の近代化に貢献した多くの歴史的

建造物があり、情緒あるまちなみを形成しています。 

 小樽では、北海道の開拓期から先人たちによってまちの礎が築かれてきまし

た。さらに、小樽運河をめぐる議論やまちなみを保全する取組など、市民を中

心としたまちづくり活動が行われ、小樽を変える大きな力となりました。 

私たちは、こうしたまちづくりに対して努力された方々の、郷土に対する思

いや誇りを大切に後世に伝えていかなくてはなりません。 

そしてこれから、誰もが安心して心豊かに暮らせる小樽をつくるためには、

将来の世代に対する責任と自覚の下、私たち一人一人が世代を超えて、知恵を

出し、お互いに支え合い、小樽への郷土愛を持ってまちづくりに取り組むこと

が必要です。 

ここに私たちは、豊かで活力ある地域社会の実現を目指すため、市民自治の

基本理念と基本原則を掲げ、小樽市自治基本条例を制定します。 

 

 

 

 

 

 

前 文 
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目 的 

定 義 

  

                                               

 

第１条 この条例は、市民、議会及び市（市長その他の執行機関をいいます。

以下同じ。）が、互いの役割や責務を理解し合い、協働による小樽のまちづく

りを進めるための基本となる事項を定め、豊かで活力ある地域社会の実現を

図ることを目的とします。 

 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによります。 

⑴ 市民 市内に住所を有する者並びに市内において働く者、学ぶ者、事業

活動を行う者（以下「事業者」といいます。）及び活動する団体をいいます。  

⑵ 協働 市民、議会及び市が、それぞれの責務と役割を認識し、お互いを

尊重しながら協力し行動することをいいます。 

⑶ コミュニティ 地域を単位とする町内会、ボランティア団体その他の市

民が心豊かに暮らすために主体的かつ自立的に活動する組織又は団体をい

います。 

⑷ まちづくり 豊かで活力ある地域社会の実現のための公共的な活動をい

います。 

１ 総 則 
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情報の共有の原則 

参加及び協働の原則 

情報の提供 

情報の公開 

個人情報の保護 

 

 

 

第３条 市民、議会及び市は、協働によるまちづくりを推進するため、情報を

共有することを基本とします。 

 

第４条 まちづくりは、市民の参加に基づいて進めることを基本とします。 

２ 市民、議会及び市は、それぞれがその役割に基づいて、協働してまちづく

りを進めることを基本とします。 

 

 

 

 

第５条 市は、市民と情報の共有を図るため、まちづくりに関する必要な情報

が生じた際は速やかに、分かりやすく市民へ提供するよう努めます。 

 

第６条 議会及び市は、その保有する情報に関して、市民の知る権利を尊重し、

別に条例で定めるところにより、情報を公開します。 

２ 議会及び市は、その保有する情報を適切に管理します。 

 

第７条 議会及び市は、個人の権利利益の保護のため、別に条例で定めるとこ

ろにより、個人情報の開示、訂正及び利用の停止等について必要な措置を講ず

るとともに、その保有する個人情報を適切に取り扱います。 

２ まちづくりの基本原則 

３ 情報の共有 



 

12 

 

市民参加の推進 

協働によるまちづくりの推進 

コミュニティ 

住民投票 

 

 

 

第８条 市は、市民が主体的かつ自主的にまちづくりに参加することができる

よう市民参加のための仕組みの整備及び充実を図るよう努めます。 

２ 市は、まちづくりに関する政策の立案、実施及び評価の各段階において、

市民の意見が反映されるよう努めます。 

３ 市は、市民参加の仕組みを整備するに際し、参加する市民の年齢構成、男

女比等について配慮します。 

 

第９条 市民、議会及び市は、この条例の目的を達成するため、互いの役割を

認識し、支え合うことにより、協働によるまちづくりを推進します。 

２ 市は、協働によるまちづくりの実効性を高めるため、市民に対して、まち

づくりに関する情報の提供、参加する機会の提供その他の必要な支援に努め

ます。 

 

第１０条 市民、議会及び市は、コミュニティがまちづくりにとって重要であ

ることを認識し、守り育てるものとします。 

２ 市は、コミュニティの主体性及び自立性並びに地域特性を尊重しながら、

各コミュニティの情報交換のための体制整備、活動拠点の確保その他の必要

な支援を行うよう努めます。 

 

第１１条 市長は、市政に関する重要な事案について、直接、住民（市内に住

所を有する者(法人を除きます。)をいいます。）の意思を確認するため、その

事案ごとに、必要な事項を規定した条例を別に定め、住民投票を実施するこ

とができます。 

４ 参加及び協働 
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市民の権利 

市民の責務 

事業者の権利及び責務 

議会の役割及び責務 

議員の責務 

２ 市は、住民投票の結果を尊重します。 

 

 

 

第１２条 市民は、一人一人の自由意志に基づいて、まちづくりに参加するこ

とができます。 

２ 市民は、議会及び市が保有する情報について、知る権利を有します。 

 

第１３条 市民は、まちづくりについて関心を持ち、それぞれの可能な範囲に

おいて、まちづくりに参加するよう努めます。 

２ 市民は、まちづくりへの参加に際して、自らの発言及び行動に責任を持ち、

互いに協力するよう努めます。 

 

第１４条 事業者は、前２条に規定する権利及び責務を有するとともに、自ら

も地域の一員として、地域社会との調和を図り、協働のまちづくりの推進に

寄不するよう努めます。 

 

 

 

第１５条 議会は、市政の意思決定機関として、法令に定める権限を行使する

ほか、市政の適正な運営について監視及びけん制を行います。 

２ 議会は、議会活動に関する情報を市民に分かりやすく提供し、開かれた議

会運営に努めます。 

 

第１６条 議員は、誠実に職務を遂行するとともに、小樽市の状況と地域の課

題について市民とその認識を共有し、積極的に市民の様々な意向を把握する

５ 市 民 

６ 議会及び議員 
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市長の役割及び責務 

職員の育成等 

職員の責務 

ことにより、これを議会での議論に反映させるよう努めます。  

２ 議員は、議会での議論及び政策立案活動の充実を図るため、調査研究に努

めます。 

 

 

 

第１７条 市長は、選挙によって選ばれた小樽市の代表として、公正かつ誠実

に市政を執行しなければなりません。 

２ 市長は、小樽市の状況や課題について、市民とその認識を共有し、指導力

を発揮して、まちづくりに取り組みます。 

３ 市長は、市民の代表として、小樽及び後志地域の魅力を認識し、国内外に

発信します。 

 

第１８条 市長その他の任命権者は、まちづくりの推進及び効果的かつ効率的

な行政運営のため、人材の育成並びに職員の能力の評価及び適切な配置に努

めます。 

 

第１９条 職員は、全体の奉仕者として、法令を遵守し、公正かつ誠実に職務

を遂行します。 

２ 職員は、職務の遂行に必要な知識の習得、技術の向上等の自己研さんに努

めます。 

３ 職員は、自らも市民としての自覚を持ち、幅広い視野で積極的にまちづく

りに参加するよう努めます。 

４ 職員は、市政に関する事実で、法令に違反し、市政に対する市民の信頼を

損なう行為により、公共の利益に反する事実を確認した場合は、別に条例で

定めるところにより、その事実を通報します。 

７ 市長及び職員 
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総合的な計画 

財政運営 

行政評価 

 

 

  

第２０条 市は、将来的な展望に立って、市の施策の基本的な方向を総合的に

示す計画（以下単に「総合的な計画」といいます。）を策定します。 

２ 市は、総合的な計画の策定に際し、市民へ積極的に情報提供を行うととも

に、市民の意見を反映するよう努めます。 

３ 市は、市政に関する計画及び施策を定める場合は、総合的な計画との整合

性を図ります。 

４ 市は、総合的な計画の実施状況について、進行管理を行い、市民へ情報提

供を行うとともに、社会状況に大きな変化があった場合は、必要に応じて総

合的な計画の見直しについて検討します。 

 

第２１条 市は、健全な財政運営を図るため、総合的な計画を踏まえながら中

長期的な展望に立った予算編成に努めます。 

２ 市は、所管する公有財産について把握し、適正に管理するとともに、効果

的な活用に努めます。 

３ 市は、財政の状況、予算及び決算の内容並びに公有財産の状況について、

市民に分かりやすく情報を公表します。 

 

第２２条 市は、効果的かつ効率的な行政運営のため、行政評価に関する制度

を整備し、実施するよう努めます。 

２ 市は、行政評価の結果を市民に分かりやすく公表するとともに、その結果

及び市民の意見を踏まえ必要な施策の見直しに努めます。 

８ 行政運営 
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組織運営 

委員の公募 

説明責任 

法  務 

関不団体 

行政手続 

外部監査 

 

第２３条 市は、市民ニーズや社会の変化に柔軟に対応するため、市民に分か

りやすく、効率的かつ機能的な組織の編成に努めます。 

２ 市は、効果的かつ効率的な行政運営のため、組織内の横断的な連携を積極

的に進めます。 

 

第２４条 市は、審議会等を設置する場合は、公募による委員を加えるよう努

めます。 

 

第２５条 市は、実施する施策について、市民へ十分に情報を提供し、分かり

やすく説明します。 

２ 市は、市民からの意見、提案、要望、苦情等について、十分に調査及び検

討を行い、誠実に対応します。 

 

第２６条 市は、必要に応じて、条例、規則等の制定又は改廃を適切に行うと

ともに、法令等の適正な解釈及び運用を行います。 

 

第２７条 市は、出資、補助、職員の派遣等の支援を行う団体及び指定管理者

に対して、これらの者が行う市と関連する業務の目的が達成されるよう、必

要な意見を述べ、及び助言することができるものとします。 

 

第２８条 市は、市民の権利利益の保護に資するため、処分、行政指導及び届

出に関する手続について、共通する事項を別に条例で定めます。 

 

第２９条 市は、適正で、効果的かつ効率的な行政運営を確保するため、監査

委員による監査のほか、必要に応じて、外部監査を実施するものとします。 
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公益通報制度  

第３０条 市は、別に条例で定めるところにより、職員からの公益通報及び市

民からの公益目的通報による市政に関する違法行為又は違法のおそれのある

行為等に対し厳正に対処すべき体制を整えるとともに、当該通報者が丌利益

を受けないよう必要な措置を講ずるものとします。 

 

 

第３１条 市民、議会及び市は、小樽が将来にわたってにぎわいがあり、風格

ある観光都市としてあり続けるよう努めます。 

２ 市は、豊かな自然環境、歴史的景観等の小樽の特性を生かし、魅力あるま

ちづくり施策の推進に努めます。 

３ 市民は、小樽の自然、歴史、文化等への理解を深めるとともに、訪れる人

たちを温かく迎えるよう努めます。 

 

 

第３２条 市は、市民が、それぞれの地域において安全で安心な生活が営める

よう、防犯活動、交通安全運動その他の安全で安心なまちをつくる取組（以

下「安全で安心なまちづくり」といいます。）を推進するとともに、自然災害

その他の丌測の事態に備え、危機管理体制の整備を行います。 

２ 市は、前項の規定に関して、地域住民、関係機関等と連携し、協力すると

ともに、市民意識の向上に努め、必要な情報提供を行います。 

３ 市民は、安全で安心なまちづくりを推進するよう努めるとともに、日常的

に災害に備える意識を高め、自ら防災対策を講ずるほか、互いに協力して地

域の防災対策を進めるよう努めます。 

９ 魅力あるまちづくり 

10 安全で安心なまちづくり 
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国、北海道及び他の自治体との連携及び協力 

関係機関との連携及び協力 

条例の位置付け 

条例の見直し 

 

 

 

第３３条 市は、まちづくりの課題解決のため、必要に応じて、国、北海道及

び他の自治体と連携及び協力を図ります。 

 

第３４条 市は、政策の立案、課題の解決及び特色あるまちづくりのため、必

要に応じて、関係機関と連携及び協力を図り、その情報、知識等をまちづく

りに生かすよう努めます。 

 

 

 

第３５条 市は、まちづくりの推進のため、条例、規則等の制定又は改廃並び

にまちづくりに関する計画の策定及び施策の実施に際して、この条例を最大

限尊重し、この条例との整合性を図ります。 

 

第３６条 市は、この条例の施行の日から、５年を超えない期間ごとに、この

条例が小樽のまちづくりに適しているかどうかを検討します。 

２ 市は、前項の規定による検討により、必要に応じて、この条例を見直しま

す。 

 

 

 この条例は、平成２６年４月１日から施行します。 

 

 

11 国、北海道、他の自治体等との連携及び協力 

12 条例の位置付け等 
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